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        長期保有土地等に係る事業用資産の買換特例に関する 

国土交通大臣の証明に関する手続を定める告示について 

 
 

  このたび、標記につきまして、国土交通省より別紙により会員事業者へ周知依

頼がありました。 
  つきましては、該当する事例がある場合は申請手続きに遺漏がないようお願

い申し上げます。 
  
 ＜告示の主旨＞ 

今般、租税特別措置法等の一部が改正になり、長期保有土地等に係る事業用

資産の買換特例について、買換資産が駐車場の用に供されている場合は、基本

的には適用されないこととなりました。 
しかし、やむを得ない事情がある場合に限り認めることとしており、例えば

将来中高層建築物、マンション等の建築を計画しているものの自治体の条例に

よって周囲への説明会や同意を求められるなどの手続きにより着工に至ってい

ないようなケースの場合に、やむを得ない事情の一つとして国土交通大臣が証

明した場合が規定されました。 
そのため、国土交通大臣の証明に関する手続きを定めた告示を平成 24 年 4 月

27 日に公布・施行されました。（国土交通省告示第 507 号） 
以 上 

 
 
 
◎ 本件についてのお問い合わせ：（一社）日本住宅建設産業協会 事務局 
                ℡ 03―3511―0611   嘉屋本（かやもと）       










